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論 文 題 目 子ども参加支援の総合的研究 
－子ども参加支援の理論・実践・制度の重層的構造― 
審査要旨 
本論文は、子ども参加に関する支援理論の構造を分析しつつ、実践を支える支援者の専門性とその役割
を明らかにし、さらに、実践から生み出される制度改革の可能性を提示するなど、子ども参加支援の理論・
実践・制度を重層的、総合的に検討することを目的としたものである。 
子どもの能動的な活動を引き出していくいわゆる子ども参加に関する研究は、従来、教育学においては
主に教育方法学や生活指導学において展開されてきた。そこでは、調べ学習やグループワーク、児童・生
徒活動など、主に子どもの学習活動や教育活動の促進を図るための手法、教育方法の一つとして検討され
てきた。しかし近年、子ども参加は、このような手法としてだけでなく、子どもの自己形成をはかるため
の能動的な活動として注目されてきており、教育方法論レベルだけでなく教育目的論、人間教育論として
重視されてきており、その積極的な促進を図るための子どもの参加支援論が、教育学のなかでもとくに社
会教育学、教育法学などにおいて幅広く展開されてきた。 
本論文は、そうした研究動向をふまえつつ、教育学の領域をこえて福祉学や環境学等の領域にまで視座
を広げ、子ども参加支援の実践と理論動向を把握しつつ、その総合的な研究に取り組んでいる。とくに、
国連で子どもの権利条約が 1989 年に採択され、1994 年に日本が批准して以降は、国内外で子ども参加を
子どもの権利として認識していく実践と理論が展開されてきた。その動向をふまえて本論文においても、
「子どもの権利としての参加」を支援していく実践と理論が明らかにされている。その際、本論文で特に
重きをなしている論点は、子どもの権利としての参加は、子ども自身の自己決定とそこから育まれる共同
決定を土台としていること、子どもの自己決定主体への成長を支え、他者との共同決定を促す存在が必要
であること、参加意欲の低い日本の現状を鑑みると、参加制度を活用できる参加主体の形成に重点を置か
ねばならないこと、そのための支援に必然的に着目しなければならないことなどである。そしてまず、子
どもたちの直面する現実から課題を掘り起こし、子どもを取り巻く環境や人間関係を改革し、社会変革へ
つなげていく営み、すなわち子ども参加支援を総合的に研究する必要が生じる、と本論文は結論付ける。
そこで、権利としての子ども参加とその支援理論の研究領域を、本論文では、①子ども参加および支援
の基礎理論（参加概念、意義・目的、支援の必要性、役割などを扱う）＝第一部、②子ども参加支援の実
践論＝第二部、③子ども参加支援の制度（条件整備）論＝第三部として重層的に設定した。   
第一部は、基礎理論編である。第 1 章は、子ども参加支援の根源的課題を問うものである。子ども参加
支援が根源的には、子どもの生そのものを支えることに他ならないとし、これまで保護の対象としてのみ
考えられてきた乳幼児とくに赤ちゃんを権利の主体として捉え直し、乳幼児期からの参加とその支援の必
要性を明らかにした。そのことは子ども参加や参加支援の研究･実践を展開するための理論的基盤となる。
第 2 章は、海外で先行してきた子ども参加支援理論の展開を検討した。ハートの「参加のはしご」論を
契機として展開されてきた、ジョンの「参加の橋づくり」、フランクリンの「参加の 11 段階」、ホールダー
ソンの「参加の輪」などを分析し、参加モデルの構成手法の違いを明らかにした。とくにその出発点にあ
るハートの「参加のはしご」論が、いわゆる「あやつり（Manipulation）」などの行為を「非参加」と呼ん
で、権利としての子ども参加ではないと位置づけたことに対して、実践的には、この段階を含めて、より
深い参加に向けた準備段階として位置づけることができ、権利としての子ども参加に向けたおとなによる
支援の意義を見出せるとした。 
第 3章は、子どものエンパワーメントを支えるおとなの専門性をファシリテーター論の形成に着目して
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論じた。子どものエンパワーメントとは、子どもが自らの権利に気づき、自己の経験を自分で定義するこ
とによって力を取り戻し、その使い方を実践を通じて学ぶことで、自己と社会を変革するプロセスである。
子どもとおとなの関係は、予定調和的なパートナーシップ的関係となるとは限らない。子ども参加支援の
困難さは、パワーで優位に立つおとなが子どもをエンパワーするという構造にある。 
第二部は、実践編である。第 4 章では、子どもの権利論の視点と、子どもの参加支援実践の省察的分析
の視点から、子ども参加支援の実践知を解き明かし、その課題にアプローチした。事例として取り上げた
のは、NPO／NGO・学校・自治体における子ども参加であり、具体的には子ども通信社 VOICE、北海道・札
内北小学校、埼玉県・鶴ヶ島市子どもフリートークの３つである。分析の結果、一見すると受動的で何も
していないようにさえ思えるものの、その実、子どもとおとなのパワーの対等性を意図的にもたらすよう
作用している「待つこと」、「聴くこと」の実践的意義が浮き彫りにされた。 
第三部は、制度論である。第 5 章では子ども参加支援の制度構築を、各地で制定されている子どもの権
利条例の分析を中心に進めている。その基礎にあるのは、権利としての参加を支援するために単に実践知
を明らかにし広く共有するだけでは不十分であり、ひとつひとつの支援行為をつなぐ支援システム・制度
論が必要不可欠である、という捉え方である。終章は、上記のごとき第 1 章から第 5 章を踏まえて、子ど
もを取り巻く社会そのものを支援型に変えていくとは、具体的にはどのようなことであるのかを明らかに
するために、子どもに身近な分野である教育と福祉の権利の統一的保障を始点とし、教育福祉論の方法論
的枠組みの限界をふまえた上での子ども支援学構築に向けて試論を展開している。 
以上述べてきたように子ども参加支援に関する総合的な研究を企図した本論文は、三部構成をとること
で手堅くまとめられているが、基礎理論と実践論と制度論その相互関係が必ずしも十分明らかにされ尽く
したとは言いがたい。また、支援される側としての子どものエンパワーメントを軸に論が展開されたが、
支援する側であるおとなのエンパワーメント、さらには子どもとおとなが双方向的に支援し支援される関
係での双方にとってのエンパワーメントのあり様にまでは論は至っていない。これらの点は課題として残
されている。しかし本論文が達成した成果は、教育、福祉などに関する研究分野の参加理論の深化、発展
に寄与するばかりでなく、現在及び将来にわたる子ども参加支援の実践現場を励まし、その支援者の専門
性の確立と研修、養成制度の充実などへも寄与していくことになろう。   
子ども参加支援の領域は、学問的な基盤が脆弱であることから、実践先行型の研究領域であることは否
めない。近年、国内に限ってみても、子ども参加をはじめ子どもの能動的な活動を支える現場で、全国、
各地域においてプレイリーダー、ファシリテーター、ソーシャルワーカー、コーディネーター、サポータ
ー、オンブズパーソン、チャイルドラインなどによる多種多様な支援実践が展開され、それに触発されて、
学校や学校外教育の世界でも子ども参加支援実践が行われてきた。本論文は、これらの支援実践に共有さ
れている実践知およびそれを支える制度のあり方を総合的に明らかにすると共に、実践を基盤とした子ど
も支援論の基礎理論の確立に寄与したところに独自な研究意義がある。したがって、本論文は、教育学等
における参加支援研究を促進すると共に、今後におけるわが国の子ども支援学の構築にも大きく貢献して
いくものと期待される。以上により、当論文審査委員会は、一致して本論文を、博士（文学）の学位論文
にふさわしいものと判断する。 
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